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１．見直しの背景と目的 

 

岩内町では、平成 17 年に、都市計画に関する基本的な方針となる「都市計画マスタープラン」を策

定し、平成 36 年度までを計画期間として都市分野における総合的な施策展開を行ってきたところであ

る。 

策定から 10 年程度経過する中で、上位計画である「岩内町総合計画」の改定が行われたほか、まち

を取り巻く周辺環境も当時とは変化している状況にある。 

このような中で、都市分野においては、公有水面の埋立事業完了後の対応、小学校閉校後の施設活用

や大規模な町営住宅等再編後の環境整備など、新たな対応が求められている状況にある。 

このような背景から、計画期間内の中間見直しとして大きな枠組みは現行計画を踏襲しつつも、上位

計画との整合や昨今の岩内町を取り巻く環境変化に対し、今後の都市計画において対応すべき方向を示

していくため、今般の見直しを行うものである。 

具体的な「見直し課題」としては、次の 5つを設定する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの見直し課題の設定に至る背景や必要性は、以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

序．都市計画マスタープラン見直しの基本的な考え方 

 

＜都市計画マスタープランの見直し課題＞ 

 

①人口減少に対応した都市空間形成が必要 

②誰もが安心・安全に暮らせる都市空間形成が必要 

③市街地の状況変化に対応した都市空間形成が必要 

④環境負荷の軽減に配慮した都市空間形成が必要 

⑤限られた財源を効果的に活用した都市空間形成が必要 

■「見直し課題」設定の背景や必要性について■ 

 

①人口減少に対応した都市空間形成 

岩内町の人口は近年減少傾向にあり、

総合計画における平成 30年度の計画人口

は、13,000人と想定されている。 

これを踏まえ、人口減少を見据えた将

来のまちのあり方を検討していくことが

必要と考える。 

資料：Ｈ2～Ｈ22は国勢調査 
   Ｈ30は「新たな岩内町総合計画」における計画人口の想定値 

【岩内町の総人口の推移】 
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②誰もが安心・安全に暮らせる都市空間形成 

少子高齢化社会が進行する中、基盤整備面において

も、高齢者や子育て世帯等への配慮が求められている

といえる。 

このような中、近年行われた岩内町の住環境に関す

るアンケート調査によると、周辺環境に対する満足度

が低い項目として、「公園や子どもの遊び場」が挙げ

られている。 

これらを踏まえ、今後とも、安心・安全に暮らせる

都市空間のあり方を検討していくことが必要と考え

る。 

 

 

 

③市街地の状況変化に対応した都市空間形成 

岩内町においては、昨今、役場庁

舎の移転整備、小学校の統廃合、町

営住宅等の再編、岩内共和道路等の

広域連絡道路の整備など、まちの状

況変化がみられる。 

将来のまちづくりにおいては、こ

のようなまちの大きな状況変化に

的確に対応していくことが必要と

考える。 

 

 

④環境負荷の軽減に配慮した都市空間形成 

国においては、「都市の低炭素化の促進に関する法律（平成 24年 12月施行）」の制定により、環境

にやさしいまちづくりが進められている。 

また、北海道が定める「岩内都市計画区域の整備、開発及び保全の方針※」においても、地球環境

時代に対応した低炭素型都市構造への転換が位置付けられている。 

岩内町都市計画マスタープランにおいてもこれらの趣旨を受け、環境に配慮したまちづくりの視

点をもって進めていくことが必要と考える。 
 

※「岩内都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」：北海道が都市計画区域ごとに定める都市計画の
基本的な方針。市町村の都市計画マスタープランは、これに即して定めることとされている。 

 

⑤限られた財源を効果的に活用した都市空間形成 

岩内町においては、「新たな岩内町総合計画」のまちづくりの方向性として、「限られた財源を活か

す成果志向の行財政運営」が掲げられている。 

岩内町都市計画マスタープランにおいてもこの趣旨に則り、将来の市街地像を見据えた効率的か

つ効果的なまちづくりのための指針としていくことが必要と考える。 
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資料：岩内町住生活基本計画 

（平成 23年度） 

【周辺環境に対する項目別満足度】 

 

中央小学校 
（平成 26 年３月末閉校） 

役場庁舎の移転整備 

島野 
島野 B・D 

西相生 

相生 
東相生 

東宮園（簡平） 

高台 

南栄 

みどりヶ丘 

【凡例】 
  ：今後 10年間の用途廃止予定団地 

岩内共和道路の供用 

西宮園（平成 26 年 12 月廃止） 

【市街地の主な状況変化】 
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２．個別の都市計画における見直し対応 

 

都市計画マスタープランの見直し課題を受け、個別の都市計画においては次のような対応を図る。 

 

（１）用途地域・臨港地区・特定用途制限地域などについて 

今後の動向を見据え、今後のまちづくりに見合ったものとしていくことが必要と考えられる。 

具体的には以下の検討を行い、「全体構想-土地利用方針」に反映していく。 

 

○用途地域の内部（特別用途地区検討も含む） 

⇒昨今の状況変化や今後のまちづくりとの整合を踏まえ、用途地域の変更の必要性を検討する 

○用途地域の外部（特定用途制限地域検討も含む） 

⇒近隣町村の海外資本による開発や町内における町外資本（大型店・系列店）の出店を踏まえて市

街地が拡散しないような規制や自然環境の保全に対する検討を行う（持続可能なコンパクト） 

○市街地の周縁部で、農地や未利用地となっているエリア 

⇒土地利用の実態や、地権者の今後の利用意向の把握などを行い、今後の方向性を検討する 

○公有水面の埋立事業に伴う部分 

⇒陸域告示に併せて、適切な対応が求められる 

 

（２）都市計画道路について 

都市計画道路は順次整備が進められているが、一方では、未整備となっている路線もみられる。 

都市計画道路のネットワークの再検討を通して今後の整備のあり方を検討し、「全体構想-交通体系方

針」に反映していく。 

 

（３）都市計画公園について 

郊外部においては、町営住宅等団地整備と一体的に児童遊園整備が行われてきたが、団地の老朽化に

伴い、用途廃止・再編が予定されている。 

これを受け、今後の当該エリアの公園整備の必要性や可能性を検討し、「全体構想-公園・緑地整備方

針」に反映していく。 

 

（４）準防火地域の現状分析について 

約 60年前の大火の経験から、岩内町では他都市に比較して準防火地域が広く指定されている。 

防火性能向上等の環境変化も踏まえ、現時点での延焼危険性を確認しておく。 

 

（５）その他の都市施設について 

法令上の都市施設とは、道路、駐車場、公園、緑地、広場、墓園、水道、下水道、ごみ焼却場、河川、

学校、図書館、その他の教育文化施設、病院、保育所、社会福祉施設、市場、火葬場、団地などあらゆ

るものを指す。 

これら施設の状況変化に、都市計画としても機動的に対応していく必要性がある。 
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３．都市計画マスタープランの位置づけ等 

 

（１）計画の位置づけ 

「岩内町都市計画マスタープラン」は、平成21年10月に策定された「新たな岩内町総合計画」の都市

づくりに係る部門別計画として位置づけられる。したがって、岩内町において現在までに策定されてい

る他の部門別計画との整合を図る必要がある。 

また、個別の都市計画は、法律上基本方針と整合が求められることから、次の展開に支障をきたさな

いよう、個別の都市計画を視野に入れた方針としなければならない。 

 

図 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画期間 

現行「岩内町都市計画マスタープラン」の計画期間は、平成17年度（2005年度）～平成36年度（2024

年度）となっており、見直しにあたっても計画期間は変更しないものとする。 

なお、岩内町を取り巻く社会情勢の変化などに伴い更なる見直しの必要が生じた場合は、柔軟な姿勢

で他の計画や圏域の動向との整合に留意しつつ、計画の見直しを行っていくものとする。 

 

（３）対象範囲 

計画の対象範囲は、岩内町の都市計画区域とする。 

＜基本構想＞

都市計画マスタープラン

（基本方針）
市町村の総合計画

都市計画区域

マスタープラン

（北海道策定）

＜個別の都市計画＞

臨港地区用途地域

都市計画公園

卸売市場

交通広場都市計画道路

ごみ焼却場

など

公共下水道

墓園

上位計画に即する

基本方針に即する

上位 下位
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４．策定体制 

 

都市計画マスタープランの見直しにあたっては、庁内関連部長職及び町内関連団体・公募住民で構成

される「策定委員会」と、庁内関連課長職で構成される「策定作業部会」の検討を踏まえて策定を進め

る。 

さらに、「町内会・自治会向けアンケート」等や「関係団体ヒアリング」、「住民懇談会」、「パブリッ

クコメント」を実施することにより、広く情報収集・共有化を図りながら策定を進めることとする。 

 

図 都市計画マスタープラン見直し策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■見直し作業における「住民参加のプロセス」 

 

①一般町民や商工・福祉等団体のメンバーを含めた「策定委員会」における議論 

②身近な生活環境に対する評価や、今後のまちづくりに関する意見把握のため「町内会・自治会

向けアンケート」の実施 

③準防火地域のあり方を検討するための関係団体（建築士会）へのヒアリング 

市街地の周縁部における用途地域のあり方を検討するための関係者（地権者）へのアンケート 

④まちづくりについての情報共有と意見交換のため「住民懇談会」の実施 

⑤計画内容を町内外に広く共有化するため、素案段階で「パブリックコメント」の実施 

 【策定委員会】 
 

 
関連部長職など 関連団体のメンバー等 

公募住民【①】 

【事務局】 
 建設住宅課（全体調整を担当） 

コンサルタント（作業を担当） 

【策定作業部会】 
 関連課長職など 

【庁内関係各課】 

参加 

情報共有提供 

意見・要望 

情報共有提供 

素案の提示 

指示 

検討案の提示 
指示 

適宜調整 
打合せ 

【地域住民】 
 
・商工業関連団体、福祉関連 
団体、など 
・一般町民 
 

関係団体へのヒアリング 
関係者へのアンケート 

【③】 

住民懇談会【④】 

町内会・自治会向け 
アンケート【②】 

パブリックコメント【⑤】 
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